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かってサムエルソンは保護貿易についてのさまざまな議論をサベイしたあとで次のよう
にのべた。すなわち「保設貿易主義の問題を考えぬく労をとる公正な読者なら誰でも保護
貿易をうたう経済的な議論の大部分がいかに浅薄なものであるかを確認できるにちがいな
い。唯一の重要な例外は幼稚産業保渡論または新興経済論であるといってよい」1)と。
だが比較生産喪説に挑戦し，保渡貿易の優利性を主張する議論はいぜんとしてあとをた
たないばかりか保護貿易をプリフアする最近の議論は理論的に裏打ちされてきていると
いう点できわめて特徴的になっている。ここにとりあげようとする Domestic Distortion 
Argumentもその一つである。
周知のように価格メカニズムが有効に作用する条件が与えられると自由貿易はパレート
最適を達成して一国（世界）の経済効率を最大にする。ミードの幾何学2)における貿易無
差別曲線の構成とそれを用いたオフアーカーブであらわされることはいうまでもない。だ
が現実には独占あり，外部経済あり，賃金格差ありで国内経済は Distortionにみちみちて
おり，自由貿易からパレート最適を期することはできない。ここに DomesticDistortion 
Argumentが登場してくることになる。
ところで，保護貿易を主張する議論は次のように整理することができる3)。
(A) 経済的な議論 (EconomicArgument for Protection) 
実質所得あるいは経済的厚生を高めるために保護貿易をプリファする議論でこの中には
＊小稿を作成しえたのは松原教授，山本助教授の御指導のおかげである。なおわたくし
が関西大学で勉強できるようになったことについて一橋大学の小島教授と関西大学経
済学部の御好意に感謝いたします。
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（イ） 国内市場失敗論 (DomesticDistortion Argument) 
（口） 幼稚産業保護論 (InfantIndustry Argument) 
Vヽ） 最適関税論 (OptimumTariff Argument)または交易条件論 (Termsof Trade 
Argument) 
が含まれる。 ・
凶グループは内外市場の Distortionを理由としている点で一致しているが，その内容
を検討してみると（イ）（口）が広義の DometicDistort_ionに関する議論であるのに対してりは
最適関税論の定式化から明らかなように InternationalDistortionに関する議論である。
また（イ）が静学的な DistortionArgumentであるのに比して（口）は非常に長期で動学的な議
論と考えられる。
(B) 非経済的な議論 (Non-EconomicArgument for Protection) 
実質所得を高めるというよりも例えば一国のプライドを確保するという目的のもとに輸
入代替産業を育成し，そのために保護をプリファする議論である。
(C) 議論にならない議論 (NonArgument for Protection) 
第一次産品の交易条件の悪化を阻止するために保護を主張する議論や国際収支を改善す
るための輸入関税の賦課がこれに属する。
このように整理してみると経済学的な分析の対象になりうるものが(A)グル一プ囮限られ
てくることは一見して明らかである。そうすると問題は一国の実質所得を高めるという点
から関税という InternationalPolicyを用いるべきか補助金という DomesticPoli<:yの
方がベターかということになるがこの点については最適関税論こそが関税を正当化する唯
ーの議論であり，その他は補助金に関する議論であるということで意見の一致をみつつあ
る4)。従って補助金に関する議論である DomesticDistortion Argumentに関税を適用し
た場合，実質所得は増大するのかどうかということを吟味しなければならない。本稿は最
近山本(12),(13)ジョンソン (3),(4)バグワティ・ラマスワミ (1)らによって整理，
展開がなされたDomesticDistortion Argumentをサベイし，さらにこの議論のよって立
つ「セカンドベストの一般定理」について若干の省察をおこなおうとするものである。以
下〔n〕で DomesticDistortionと経済的厚生の問題を〔皿〕でセカンドベストの理論を
とりあげる。
(1) サムエルソン (10)
(2) ミー ド (8)
(3) ジョンソン (4) ヒックス (2)
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(4) バグワティ・ラマスワミ (1), ジョンソン (3)(4), 山本 (12)(13) 
〔1I〕 Domestic Distortionと経済的厚生
すでに明らかなように DomesticDistortion Argumentとは国内経済に独占，外部経
済，賃金格差など価格メカニズムによる資源の最適配分を阻害する要因1)がある場合は自
由貿易によるパレート最適は達成できず，セカンドベストのためには自由貿易から離れる
べきだという論議である。今独占のケースをとりあげると自由貿易を開始すれば
DRS = FRT < DRT - (1)となる2)。
このような場合は独占そのものを打破して SocialcostとPrivatecostとのギャップ
をなくす国内政策が最も望まれるわけであるがセカンドベストを求めて関税によって自由
貿易から離れるとする。
そのような場合一体経済的厚生は向上するのかどうかということが問題になってくる。
すると
DRS = FRT < DRT - (1)は
DRS > FRT = DRT - (2)となる。
問題は Distortionのない場合の自由貿易の均衡条件 DRS= FRT = DRT - (3) 
に比して(1)と(2)のいずれが厚生の点からみてベクーかということになる。
だが周知のセカンドベストの一般定理の「系」から(3)に比して(1X2lのいずれがベターか
一般的には何もいうことができないということになる。
この点についてジョンソンはハーバラーに捧げた論文 (3)でDomesticDistortionを
理由とした保護貿易論を検討したあとで次の二つの命題を導いている。
(1) 国内市場における Distortionの是正には輸入関税を必要としない。
(2) (1)の目的で導入される関税の賦課は自由貿易に比べて実質所得の増大を必ずしも保
証しない。
前者は Distortionを是正するためには関税によってではなく，むしろ生産，消費，要素
使用に対してそれぞれのケースに応じて課税したり補助金を与えたりして，つまり課税補
助金政策 (Tax-cumSubsidy Policy)によってファーストベストにもってゆくべきだと
いうのであって関税によって貿易を差別する方が望ましいとはいえないというのである。
後者は関税は一つの Distortionを是正することにはなるが別の Distortionをもち込むこ
とになり結局それによって一国の実質所得が増大するかどうか分らないというのである。
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今これをジョンソン (4)によって説明するS)。
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Fig. 1で DD,SSはそれぞれ一国の
輸入財の需要，供給曲線である。ただし
S'S'(private cost)はDistortion (例
えば独占）によって SSより d彩だけ高
くなっている。自由貿易下では価格；
Pf, 生産量；。qi,輸入量； q1q4となる。
図から明らかなように Aは輸入を続け
る場合に比ぺて q1作を国内生産の増加
'! でまかなおうとする場合に Distortion
Fig. 1 がなければえられるであろうコストの節
約（従ってそれだけ実質所得は増加する）である。そこで Distortionを関税 (d彩）によ
って是正し qiq2の国内生産をふやす，つまり社会的に望ましい水準に生産をふやすと
する。その結果生産の Distortionがなくなり Aは得られるが同時に輸入価格は(l+d)pf
と上昇し輸入量は q3q4だけ減少するので Bの消費者余剰を失う。 実質所得が増大する
かどうかは AがBより大きいか小さいかによってきまるがそれは近似的には qi作と
q3q4との大小関係，従って SSおよび DDの弾力性に依存する。 もし B>Aならば
Domestic Distortionを関税によって是正しようとしてもそれは自由貿易の時よりもかえ
って実質所得を低下さすことになる。だが一般的にどうなるかはア・プリオリにきめるこ
とはできない。ちなみにこの場合補助金を使えば Bの損失はなく実質所得は必ず上昇す
ることはいうまでもない4)。
以上の分析で第一に DomesticDistortion Argumentは一つの Distotionの是正のた
めに別の Distortionをもち込むことになり関税が実質所得を向上さすかどうか分らず，
そしてこのような場合は各々のケース（ここでは独占しか考えなかったが）に応じて課税
したり補助金を与えたりして，つまり国内政策によってファーストベストにもってゆく必
要があること，第二に自由貿易の均衡条件(3)に比して(1X2)のいずれがペターかァ・プリオ
リには何もいえない。だが生産側の条件がdisturbされている場合でもセカンドペストの
ためには消費側の条件はみたされねばならないということがはっきりした。
(1) Infant Industry Argumentも結局長期的にみて自由競争が必要な投資をもたらさな
いというのであって DomesticDistortionに関する議論である。
(2) ただし DRS: domestic rate of substitution in consumption 
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FRT : foreign rate of transformatioμ 
DRT : domestic rate of transformation in production 
(3) 神戸大学の藤井教授の御好意によってこの論文に接することができた。
(4) 関税と補助金の経済的厚生に与える効果の対比については山本 (12)を参照
〔皿〕 Domestic Distortionとセカンドベストの理論
前節の結論はいわゆるセカンドベストの一般定理の解釈を修正する必要があることを示
している。というのはパレート最適の部分条件である生産，消費の最適条件はそれぞれ独
自の意義をもっているのであって，独占や外部経済の存在によって生産側の最適条件がみ
たされないような場合でも消費側での最適条件はセカンドベストのためには必ずみたされ
なければならないからである。
周知のようにセカンドベストの理論は何らかの附加的制約条件のために最適条件の中の
一部のものがみたされないような場合に厚生の極大化をはかるための条件を明らかにしよ
うとするものである。リプゼイ，ランカスクー (7)によって展開されたセカンドベスト
の一般定理および系は次のような内容をもっ1)。
セカンドペストの一般定理，もしパレート最適条件の中の一つでもみたされないならば
セカンドベストのためには一般に他の全ての最適条件から離れなければならない。
系 バレート最適条件のいくつかがみたされ他のものはみたされていないような種々の
間において優劣を判断するためのア・プリオリな方法は何も存在しない。
ところが前節の帰結はこのような一般定理，つまり「……セカンドベストの状態は他の
全ての最適条件から離反することによってのみ達成される」という命題に対する修正を含
んでいる。そこでセカンドベストの状態を図解しその意義を明確にしたい2)。
まずセカンドベストの問題はパレート最適の達成をさまたげる附加的制約条件のいかん
によって4つのケースに分けることができる。
(1) 生産の最適条件の中の一つないしそれ以上のものがみたされない場合
(2) 消費の最適条件の中の一つないしそれ以上のものがみたされない場合
(3) 生産者・消費者間の最適条件の中の一つないしそれ以上のものがみたされない場合
(4) 以上3つのケースがさまざまに結合した場合である。理論的に興味あるのは(1)(2)で
あるがここでは(1)のみととりあげる。
今一部ないし全部の企業の間で生産の最適条件がみたされないものとする。 Fig. 2で
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T'T'は次善的生産フロンティア， つまり生 Y 
産の最適条件がみたされていないような場合
にその国で生産可能な X,Y 2財の最大量の
結合せを示す。 またふS1, S2ふはそれぞ
れ一系列の比較可能なストフスキー曲線，っ
まり他の全ての個人の効用指標を一定として
任意の個人の効用指標を次々に高い水準に固
定してゆくときにえがかれるストフスキー曲
線である。これらの曲線は互に交叉せず高い 0 . ?
曲線は高い経済的厚生を示す。 Fig.2の場合 Fig. 2 
ふS2が T'T'と接する点Mでセカンドベストが達成されるがもし厚生の分配が変り効用
指標の組合せが変れば別のストフスキー曲線が得られ， それと T'T'との接点で異る厚生
の分配に対応するセカンドベストの点がきまる。例えば Fig.3のm1m1に対してm2m2
がえられる。従って m1m1,m2m2はT'T'上の各点に対応する効用可能曲線であり P'P'
はその外接包絡線である。かくて P'P'はT'T'の下で各個人(u1,u2)従って一国が達し
得る最高可能な効用指標の組合せー異る厚生の分配に対応するセカンドベストーの点の軌
跡であるがそれがパレート最適点の効用フロ
ンティアの内部に位置することはいうまでも
ない。
mi mz 
ところで Fig.2からM点がセカンドベス
卜点であるためには消費の最適条件は必ずみ
たされなければならず，そうでない限りセカ
ンドベストに達することはできないことが分
る。つまり消費の最適条件はたとえここにあ
p ， げたDomesticDistortionのように生産の最
u, 藝件が一部ないし全部の企業の間でみたさ
Fig. 3 れないような場合でもセカンドベストの必要
条件として必ずみたされなければならないことになる。従って消費の最適条件は生産の最
適条件がみたされない場合にも一国の経済的厚生を現状より高める余地があるかどうかを
判断する基準となるのであり，消費の最適条件がみたされることはそれ独自の意義をもっ
ているわけである。このような帰結はセカンドベストの一般定理に対する修正であり， こ
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れによって批判された部分的厚生経済学 (PiecemealWelfare Economics)の立場を支持
することになる。
(1) 数学的には次のように定式化されている。熊谷 (5)黒岩 (6)。
パレート最適は n個の変数 x1……..・Xnの函数
F(x1•· …む）一 (1)を
変数に関する制約条件
rt,(石・・・・・む）=0 - (2) 
の下で極大化する問題として定式化される。
ラグランジュ乗数入を渫入するとバレート最適の第一次条件は
Fi-Jr/,i=O(i=l• …••n) - (3)であり入を消去すれば
Fi rt,i 
Fn rt,n 
=-(i=l…•··n-1) - (4)となる。
ところが今最適条件の中，一つのものの達成を阻害する制約として例えば
..f.L=k立 (kキ1で一定）一 (5)
Fn 如
が附加されるとパレート最適の代りにセカンドペストを求めるという問題が(2)および(5)
の制約のもとにおける(1)の極大化の問題として提起される。
F-trt, → ({il-k岱）一 (6)
を作ると極大の第一次条件
Fi-trt,i→ { FnFii-F伊'ni rt,n鉦ー紐ni
Fn2 -k rt,n2 }=O 
(i=l・・・n)一(7)
を得る。今
FnFii-FiFni =Qi rt,n鉦ー如<J,ni=Ri 
和 2 rt,n2 
とするとセカンドペストの達成の必要条件は
μQi-kRi 
Fiュ［三 rpi 〕
Fn rpn 〔い4 Qn-kRn 
A rt,n 〕
= ki_!}j_ - (8) となる。
rt,n 
〔1+μQi-kRi
もし ki,つまり y </i 〕が 1に等しい場合には(4)に一致する。
1+-'μQn-kRn、入I rpn 
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だがFを効用函数， ¢ を変換函数であるとしても出の大きさ，正負の符号について
一般的には何もいうことができない。
(2) ミー ド (9),以下主として熊谷 (5)黒岩 (6)による。
〔IV〕結び
(1) Domestic Distortionによって保護貿易政策が登場するケースがあってもそれに代
る国内政策 (Tax-cumSubsidy Policy)があり， それによって同じ効果を達成すること
ができるのみならず関税の場合のような経済的厚生の損失を伴わない。
(2) 附加的制約条件のもとでファーストペストを求めて不可知論におちいるよりもむし
ろ実現可能な範囲で少しでも改善する方向を求めるべきであり，そこにセカンドベスト論
の意義がある。
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